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貿易統計を利用した契約通貨の検証＊

大 野 正 智

要 旨

東アジアなど非米ドル圏からの日本への輸入において，米ドルが契約通貨として利用されてい

るケースが多い．このことは，日本とその輸入国相手国双方にとって，自国通貨の対ドルレート

変動が，貿易収支や物価の変動要因になることを意味する．一方，貿易契約通貨の決定に関する

理論では，２国間貿易における輸入国の商品市場ごとの特性に応じて，どの国の通貨で契約価格

が決定されるかを論じている．本論文では，日本の韓国からの輸入を例に，商品ごとの契約通貨

の状況を検証し，理論的な考察との対応関係を明らかにする．貿易統計を利用し，Rauch（1999）

による商品分類に基づいて，実証結果を分析すると，国際的に組織化された市場があるような商

品では，McKinnon仮説が当てはまるのに対し，国際市場のない差別化された商品では，Fu-

kuda and Ono（2005）による理論的予測との整合性が見出せる面があることを明らかにする．

１ は じ め に

２国間貿易における契約通貨の決定は，為替レート変動の影響をどちらの国が多く受けるかの重

要な問題となる．例えば，輸出国通貨建てである商品の価格が固定されているとき，輸入国側では，

為替レートの変動がそのまま輸入国通貨建て価格に反映されるという為替レートのパス・スルーが

100％発生することになる．1)さらに，アジア域内貿易を例にとれば，米ドルという第３国通貨が契

約通貨として採用されているケースが多く，対米ドルレート変動がアジアの輸出国・輸入国の双方

にとってマクロ的な変動要因となる．2)一方，日本円の利用度は，以前よりは進展しているものの

貿易相手国や品目によって大きな違いが見られる．こうした中で，最近では，望ましい通貨バスケ

ット制やアジア通貨単位への検討も開始されてきた．3)

本論文では，以上の状況を踏まえ，２国間貿易の品目レベルで，どのような品目がドル建てで，

どのような品目が円建てなのかを検証する方法とその結果を報告する．近年の貿易契約通貨選択理
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たって，科研費（19530195）の助成を受けた．記して感謝の意を表したい．

1) アジア地域を中心とした，パス・スルーに関する実証分析の最近のサーベイについては，Ghosh and Rajan
（2007）を参照．
2) 例えば，足立（1998）では，貿易における契約通貨の構成比率が Jカーブ効果の形状に影響を与えることを実
証分析から示している．

3) 例えば，小川（2006）や Eichengreen（2006）などを参照．



論の進展との対応関係を実証的に検証する上で，２国間で品目ごとに検討する意義は大きい．なぜ

ならば，ドル建てという第３国通貨も選択の対象にした理論研究は，２国間貿易における輸入国の

独占的競争市場を想定しており，品目ごとの製品代替性や輸入依存度が，その品目の契約通貨選択

の重要な要素となることを結論付けているからである．4)

さらに，品目ごとに契約通貨の利用状況が異なるということは，貿易相手国との貿易構造の相違

によってマクロ的に見た契約通貨の利用状況が異なるということも意味する．5)そして，産業構造

の変化に伴う貿易構造の変化が，マクロ的な２国間貿易の契約通貨の利用状況の変化を促すことに

もなる．6)したがって，アジア域内の望ましい為替制度7)や今後の「円の国際化」8)を考えていく上

でも重要な判断材料となるであろう．

本論文では，アジア貿易の１つの例として，日本の韓国からの輸入を対象とし，日本の財務省

「貿易統計」を利用した実証分析を行う．韓国が自由な変動相場制に移行した1997年12月以降の期

間に着目し，それにもかかわらず，米ドルが利用される品目とはどのようなタイプのものかをミク

ロ的に明らかにすることにより，米ドル依存の特徴を探っていく．

そこで，最初に，1998年以降の韓国輸出について，マクロ統計を見る．表１は，韓国の財輸出に

おける輸出先別の比率である．米国向けは全体の約20％前後で推移しているのに対し，日本向けは

約10％前後の水準にある．表２では，韓国の財輸出における決済通貨の比率を示している．9)米ド

ルが約85％程度の水準を維持しているのに対し，日本円はおおむね５％前半の比率にある．これら

の統計によれば，米国向け輸出の20％をはるかに超えるドルの利用が米国以外への輸出でも行われ

ていることになる．韓国ウォンの利用については，Goldberg and Tille（2005）でも指摘があるよ

うに，「その他」の中に韓国ウォンの利用があったとしても，韓国輸出全体にとっては，ほとんど

利用されていないと判断するのが妥当であろう．

次節では，「貿易統計」の概要を説明する．第３節では，円建て表示である「貿易統計」からど

のようにドル建て契約の検証を行うのかを説明する．第４節では，対象品目の選定方法を説明する．

第５節では，検証結果とその解説を行う．第６節では，異常値の除去によってより明確な検証結果

が得られることを説明する．最後に，第７節では，本稿のまとめを行う．

4) 例えば，Goldberg and Tille（2005）では，製品の代替性が高い品目ほど，輸出企業は他企業と同じ通貨建て
を選択するという “herding”の行動を導いている．また，Fukuda and Ono（2005）では，代替性が高い品目に
おいて，輸出企業が同じ通貨建てを選択するというナッシュ均衡を導いている．これに加え，Fukuda and Ono
（2005）では，さらに，現地市場での輸入依存度が高い品目に第３国通貨建てのナッシュ均衡が成立することを
導いている．

5) 自国通貨を契約通貨としない輸出国企業が，為替レート変動について危険回避的な行動をとる場合，残された
選択の余地は，対輸出先国レートと対米ドルレート（＝対第３国レート）との比較において，為替変動の少ない
方の通貨で固定することが予想される．この場合，すべての輸出品がその選択された通貨で固定されるという結
論になる．しかし，本論文では，２国間貿易において，品目ごとに契約通貨がどのように異なるのかを検証する
ので，為替レート変動そのものが，品目ごとの契約通貨の違いの直接的な説明にはならないと考える．

6) 貿易構造の重要性は，河合（1992）においても指摘されている．当時の日本の貿易において，ドル建て比率が
高く円建て比率が低い（1989年前後において，日本の輸出のうち円建ては40％弱・ドル建て50％程度．輸入のう
ち円建て15％前後・ドル建て75％程度）のは，輸出の対米依存と輸入の１次産品・原燃料依存という当時の貿易
構造が重要な要因であると河合は指摘している．そして，今後，東南アジアなど米国以外との貿易拡大や，高付
加価値工業製品の輸出拡大，あるいは，海外からの工業製品の輸入拡大が日本に起きれば，円建て貿易比率は上
昇するものと予測している．90年以降今日に至るまで，こうした拡大を反映する日本の貿易構造の変化は続いて
おり，その意味でも，本論文が品目ごとの契約通貨の状況を検証する意義は大きいといえる．

7) 最近の研究成果については，例えば，福田・小川（2006）を参照．
8) 例えば，河合（1992)，福田（1994)，財務省（2003)，経団連（2000)，Sato（1999）を参照．
9) 福田（1994）にあるように，価格表示を示す際の契約通貨と，実際の代金授受に使われる決済通貨は，一般に，
同じ通貨が使用されるので，本論文でも，両者の区別はしないものとする．
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２ 貿易統計の概要

財務省が公表している「貿易統計」は，「関税法の規定に基づき，日本から外国への輸出及び外

国から日本への輸入について，税関に提出された輸出入の申告を集計し，定期的に公表しているも

の」10)で，通関統計とも呼ばれている．統計の種類としては，行政上の業務より付随して得られた

表１ 韓国の輸出先別輸出依存度（輸出先輸出額╱世界向け輸出合計額，％)

輸出先 IMF DOTS対応エリア 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 平均

工業国合計 Industrial countries 48.1 50.5 51.3 48.6 46.9 43.7 42.1 47.3

米国 United States 17.4 20.6 22.0 20.9 20.4 17.8 17.0 19.5

日本 Japan 9.2 11.0 11.9 11.0 9.4 9.0 8.6 10.0

西ヨーロッパ Western Europe 18.0 15.8 14.3 13.7 14.0 13.6 13.7 14.7

その他の工業国 Canada,Australia,New Zealand 3.4 3.0 3.1 3.0 3.1 3.3 2.9 3.1

東ヨーロッパ Europe(Eastern Europe in DOTS) 4.2 2.7 2.3 2.7 3.0 3.3 4.3 3.2

東アジア合計 East Asia 31.8 32.9 33.6 33.6 36.7 40.2 40.4 35.6

中国 China:Mainland 9.0 9.5 10.7 12.1 14.7 18.2 19.7 13.4

香港 China:Hong Kong 7.0 6.3 6.2 6.3 6.3 7.6 7.2 6.7

インドネシア Indonesia 1.3 1.8 2.0 2.2 1.9 1.8 1.5 1.8

マレーシア Malaysia 2.7 2.5 2.0 1.8 2.0 2.0 1.8 2.1

フィリピン Philippines 2.1 2.2 2.0 1.7 1.8 1.5 1.3 1.8

タイ Thailand 1.1 1.2 1.2 1.2 1.4 1.3 1.3 1.2

ベトナム Vietnam 1.0 1.0 1.0 1.2 1.4 1.3 1.3 1.2

シンガポール Singapore 3.1 3.4 3.3 2.7 2.6 2.4 2.2 2.8

その他の東アジア Others 4.3 4.9 5.1 4.4 4.5 4.0 4.2 4.5

南アジア South Asia 2.2 1.8 1.6 1.8 1.6 2.2 2.0 1.9

中東 Middle East＋Afghanistan 4.7 4.2 4.2 4.6 4.5 4.3 4.1 4.4

中南米 Western Hemisphere 6.5 5.9 5.3 6.4 5.4 4.5 4.5 5.5

その他 Africa,N.Korea,&Area not specified 2.5 2.0 1.6 2.3 1.9 1.9 2.6 2.1

全世界合計 DOTS World Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(注) 南アジアは，７カ国（Pakistan,Nepal,India,Sri Lanka,Bhutan,Bangladesh,Maldives）

(出所) IMF DOTS (Direction of trade statistics).

表２ 韓国輸出（visible trade）の決済通貨（settlement currency）の比率

(％)

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 平均

米ドル 88.54 85.61 84.76 87.42 86.80 85.36 84.33 86.12

日本円 4.95 5.96 5.39 5.39 5.20 5.39 5.35 5.37

ユーロ 2.66 2.39 1.80 1.47 5.82 6.99 7.78 4.13

英国ポンド 0.97 0.95 0.67 0.71 0.82 0.78 0.98 0.84

その他 2.88 5.09 7.39 5.01 1.36 1.47 1.56 3.54

(注) ＊ 2001年まではドイツマルクの比率．

(出所) The Bank of Korea“Monthly Statistical Bulletin,”各号．
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業務統計に属する．その意味で，日本の貿易に関する全数調査であり，相手国との２国間貿易を見

る上でも，また，細部に分類された個々の貿易を調査する上でも，有用なデータソースと言え

る．11)

その品目分類は，表４にあるように，まず，「部」と呼ばれる22分類にグループ化される．そし

て，「部」の次には，「類」という２桁分類が行われ，さらに，「項」という４桁分類の後，「号」と

いう６桁分類が行われ，最後に「品目番号」として９桁分類が行われる．例えば，９桁分類で示さ

れる DRAM という品目12)は，第16部から始まり，以下のように細分化されて９桁分類までたど

る．

「部」(No.16）定義：機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音機，音声再生機並び

にテレビジョンの映像及び音声の記録用または再生用の機器並びにこれらの部分品及び附属品

「類」(No.85）定義：電気機器及びその部分品並びに録音機，音声再生機並びにテレビジョンの

映像及び音声の記録用または再生用の機器並びにこれらの部分品及び附属品

「項」(No.8542）定義：集積回路及び超小形組立

「号」(No.854221）定義：ディジタル式のもの

10) 財務省貿易統計，統計の概要
(http://www.customs.go.jp/toukei/sankou/howto/gaiyou.htm）参照．

11) 日本銀行が公表している「輸出入物価指数」を利用して契約通貨を検証する方法も考えられるが，品目別を
さらに国別には分割していない．

12) DRAM は，2000年の１年間で，日本の韓国からの輸入のうち，その金額で２番であった．ちなみに，１番
はナフサであった．

表３ 記号の定義とデータ出所

記号 定 義 データ出所

期の第３国通貨１単位に対する輸出国通貨建て為替レート（対ドルウォン建て為替レート：
１ドル＝ ウォン）

貿易統計

期の輸入国通貨１単位に対する輸出国通貨建て為替レート（対円ウォン建て為替レート：１
円＝ ウォン）

貿易統計

期の第 財の輸入国通貨（円）建て単位価格 貿易統計

期の第 財の輸出国通貨（ウォン）建て単位価格（＝ ）

期の第 財についての契約通貨がドルである場合のドル建て価格

期の第 財についての契約通貨が円である場合の円建て価格

期の第 財の輸出国における輸出国通貨建て生産者物価指数（Producer Price Index, won
 

basis in the exporting country,2000＝100)
Bank of Korea

－1期の第 財の輸出国製品についての輸出入国間の相対価格（＝ln ＋ln －

ln )
ただし， は， を2000年１月で100となるように基準化したもの．また， は，

を2000年１月で１となるように基準化したもの．

μ 期の第 財における輸出企業のマークアップ率（＝ ╱ ）

(注) 輸出国＝韓国，輸入国＝日本
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「品目番号」(No.854221210）定義：DRAM（ダイナミックランダムアクセスメモリー）(モノリ

シック集積回路）(ディジタル式のもの）(モス型のもの）(実装したもの）

この品目番号の１つ前には，(No.854221190）で，「モノリシック集積回路（ディジタル式のも

の）(モス型のもの）(実装してないもの）(その他のもの)」(筆者下線）とあり，１つ後には，

(No.854221220）で，「SRAM（スタティックランダムアクセスメモリー）(モノリシック集積回

路）(ディジタル式のもの）(モス型のもの）(実装したもの)」となっている．そのため，集計バイ

アスを避ける目的での，個々の商品輸出入を調査する際には，十分な細分化がなされていると言え

る．13)そして，この９桁分類においてのみ，金額（円表示）に加え数量が表示されているので，こ

の金額を数量で割ることにより円表示の単位価格（Unit Value）を算出することができる．14)

表４ 貿易統計の品目分類と今回の選定

部 『部』の定義 選定品目

第01部 動物（生きているものに限る）及び動物性生産品 対象外

第02部 植物性生産品 対象外

第03部 動物性または植物性の油脂及びその分解生産物，調製食用脂並びに動物性また
は植物性のろう 対象外

第04部 調製食料品，飲料，アルコール，食酢，たばこ及び製造たばこ代用品 対象外

第05部 鉱物性生産品 ナフサ，重油

第06部 化学工業（類似の工業を含む）の生産品 該当なし

第07部 プラスチック及びゴム並びにこれらの製品 プロピレン，PET

第08部 皮革及び毛皮並びにこれらの製品，動物用装着具並びに旅行用具，ハンドバッ
グその他これらに類する容器並びに腸の製品 対象外

第09部 木材及びその製品，木炭，コルク及びその製品並びにわら，エスパルトその他
の組物材料の製品並びにかご細工物及び枝条細工物 繊維板

第10部 木材パルプ，繊維素繊維を原料とするその他のパルプ，古紙並びに紙及び板紙
並びにこれらの製品 紙袋，新聞用紙

第11部 紡織用繊維及びその製品 上着類，Tシャツ

第12部 履物，帽子，傘，つえ，シート，ステッキ及びむち並びにこれらの部分品，調
製羽毛，羽毛製品，造花並びに人髪製品 短靴，帽子

第13部 石，プラスター，セメント，石綿，雲母その他これらに類する材料の製品，陶
磁製品並びにガラス及びその製品 ガラス繊維

第14部 天然または養殖の真珠，貴石，半貴石，貴金属及び貴金属を張った金属並びに
これらの製品，身辺用模造細貨類並びに貨幣 対象外

第15部 卑金属及びその製品 鉄・冷間圧延１，鉄・冷間圧延２

第16部
機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音機，音声再生機並びにテ
レビジョンの映像及び音声の記録用または再生用の機器並びにこれらの部分品
及び附属品

DRAM，LCD（液晶表示装置）

第17部 車両，航空機，船舶及び輸送機器関連品 対象外

第18部 光学機器，写真用機器，映画用機器，測定機器，検査機器，精密機器，医療用
機器，時計及び楽器並びにこれらの部分品及び附属品 対象外

第19部 武器及び銃砲弾並びにこれらの部分品及び附属品 対象外

第20部 雑品 対象外

第21部 美術品，収集品及びこっとう 対象外

第22部 特殊取扱品 対象外
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３ 検 証 方 法

この節では，円建て表示である貿易統計からどのようにドル建て契約の検証を行うのかを説明す

る．対日韓国輸出は，ドル建て，あるいは，円建ての２通りのケースが考えられる．その検証方法

は，「貿易統計（＝Jtrade）で公表されている韓国から日本への円建て輸入価格」をウォン建て換

算したものを被説明変数とし，Fukuda and Ono（2005）のように，ウォン建てドルレート，及び，

ウォン建て円レートを説明変数とし，その連動性を見る必要がある．

つまり，第 財の 期について，貿易統計の単位価格をウォン建てにした場合，⑴式のようにな

る．

⑴ ＝α ＋(1－α)

ただし，

α＝
第 財のドル建て取引数量

第 i財のドル建て取引数量＋第 財の円建て取引数量

ここで，αは時間を通じて一定とする．その他の記号については表３を参照．さらに， と

は， や の変化に対しては，今期 では，固定されているケース（完全な市場別価格

設定行動［PTM：Pricing to Market］）を仮定する．以上より，⑴式を，時間 についての

と の変化に対する の変化の関係式に直すと，

＝α ＋(1－α)

となる（下付き記号 は省略)．そこで，変化率（対数の差分）による表現は，⑵式のようになる．

⑵ ＝
α

× ＋
(1－α)

×

したがって，

(ケース１)α＝1(100％ドル建て契約）のとき，

α
＝1，

(1－α)
＝0

(ケース２)α＝0(100％円建て契約）のとき，

α
＝0，

(1－α)
＝1

(ケース３)0＜α＜1のとき，

0＜
α

＜1，0＜
(1－α)

＜1，
α

＋
(1－α)

＝1

となる．15)

さらに， や に影響を与える為替レート以外の要因を含め，第 財についての推定式は，

⑶式のようになる．

13) 一方，細分化のために注意しなければならない点は，約１年に１回のペースで，細分表が部分的に変更され
ることがある．いくつかの品目について，分割や統合，あるいは，定義の多少の変更が行われる．この点は，官
報に掲載されるとともに，「輸出・輸入統計品目表―新旧対照表」として日本関税協会のサイト（http://www.
kanzei.or.jp/）からも知ることができる．

14) 貿易統計の単位価格を利用した実証分析に，Sato（1999）と Takagi and Yoshida（2001）がある．これら
の研究は，1980年代末から1990年代末の期間で，円建て単位価格が為替レートとどの程度連動しているのかを分
析している．

Ⓒ Japan Society of Monetary Economics2009

6



⑶ ln

＝β ln ＋β ln ＋β ln ＋γ ＋constant.

(＋ or 0) (＋ or 0) (＋) (－)

なお，( ）内は予想される推定係数の符号である．使用している記号の定義については表３に

まとめている．ここで，⑶式では，契約価格に影響を与える説明変数として， である輸出国

の生産者物価指数（PPI：Producer Price Index）を加えている．Frankel, Parsley and Wei

（2005）では，PPIの代わりに輸出国の輸出物価指数（EPI:Export Price Index）を説明変数とし

て加えている．しかし，韓国のデータの場合，PPIの方が品目の種類が多く，かつ日本の貿易統

計との対応性が高いこと，また，EPIは，全世界向けの輸出となるので，日本以外の現地市場の

影響が強く現れる可能性が考えられる．そこで，われわれの推計式では，輸出国側の価格要因とし

て，EPIではなく，PPIを説明変数の１つとして加えた．さらに，貿易相手国との価格調整とし

て，Frankel,Parsley and Wei（2005）のように，第 財についての２国間の相対価格を説明変数

に加えた．この相対価格の対数値( )は，一物一価の条件からの乖離という意味のエラーコ

レクション項となり，その推定係数は，一物一価の条件からの一時的乖離がどのくらいのスピード

で自己修正されていくかを示すことになる．

回帰式⑶について，β ＝1，かつ，β ＝0ならば，契約通貨はドル建てで固定している．この

場合の韓国の輸出企業は，ドル建て価格を固定するという意味において，完全な市場別価格設定行

動（PTM：Pricing to Market）を行っていることになる．もし，0＜β ＜1，かつ，β ＝0なら

ば，契約通貨はドル建てであるが，対ドルレートの変動を100％ウォン建て価格の変動に転嫁させ

ているのではなく，輸出企業はドル建て契約価格を変動させることで，不完全な PTM を行ってい

ることになる．

一方，β ＝0，かつ，β ＝1ならば，契約通貨は円建てと判断できる．先程と同様に，この場

合は，円建てを固定するという意味において，完全な PTM を行っていることになる．もし，

β ＝0，かつ，0＜β ＜1ならば，契約通貨は円建てであるが，対円レートの変動を100％ウォン

建て価格の変動に転嫁させているのではなく，円建て契約価格を変動させることで，不完全な

PTM を行っていることになる．

また，0＜β ＜1，かつ，0＜β ＜1ならば，輸入量の一定割合がドル建てで，残りが円建てと

いう判断が可能となる．その上で，β ＋β ＝1の関係が成立しているならば，それぞれの通貨建

てで完全な PTM を行っていることになる．β ＋β ＜1の場合は，いずれか一方の通貨建て，あ

るいは，両方の通貨建てでは，不完全な PTM を行っていることになる．

韓国の PPIの変動が日本の韓国製輸入価格の変動に影響を与える係数として，βの推定値は正

の値になるものと予想する．100％の価格転嫁を韓国企業が行っているのならば，β＝1となるで

あろう．

γは，第 財の韓国製品についての韓国と日本の相対価格が，一物一価の条件から乖離

( )が発生した場合に，一物一価の条件に戻る方向で価格が修正されていくスピードを示し

ている．これは，PTM が短期的には成立しても長期的には維持されない可能性があるので，

15) 0＜α＜1において， を被説明変数とし， と を説明変数とした回帰分析を行った際，そ

れぞれの推定係数に該当する
α

と
(1－α)

は，αや(1－α)と一致するものではなく，ウォン建

て単位価格の内訳としてそれぞれの契約通貨の比率を，推定期間における平均値として示していることになる．
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であるエラーコレクション項を説明変数に加えることにより，長期的に，PTM が維持さ

れない可能性を検証している．ここでは，Frankel,Parsley and Wei（2005）に従い をエ

ラーコレクション項と表現しているが，別の言い方をすれば，ここでの PTM の維持とは，当月に

為替レートが変化しても，来月以降契約価格を変更しないことによる，生産側のマークアップ率不

調整を意味する．つまり，マークアップ率μ を，μ ＝ と定義すれば，ここでのエラ

ーコレクション項( )は，以下に示すように，lnμ となる．この点を，契約通貨ごとに

ケース分けして説明すると，

(ケース１）契約価格がドル建ての場合，

μ ＝ ＝ ＝ ＝

となる．16)ここで，注意したいのは，貿易統計では，円建て換算した金額のみが報告されているの

で，たとえ，財 がドル建て契約だとしても， はデータとして入手可能であるが， は入

手できない．そこで，μ ＝ より，貿易統計，及び，その他から入手可能な，計３

変数( ， ，及び， )を利用して，μ を算出する．

(ケース２）契約価格が円建ての場合，

μ ＝ ＝ ＝

となる．この場合も，３変数( ， ，及び， )を利用して，μ を算出する．

つまり，推定にあたっては，財 の契約通貨がドル建てか円建てかは事前にはわからないが，上

記どちらのケースでも，μ を算出することができる．そして，本論文では，対数表現して整理

した，

⑷ lnμ ＝ln ＋ln －ln

＝ln ＋ln －ln (ドル建てのケース）

＝ln ＋ln －ln (円建てのケース）

について，lnμ を と表現する．17)，18)こうして，⑶式での の推定係数γの値が

０から－１の間であれば，それは， －1時点の のゼロからの乖離が， 時点で，その乖離

を部分的に解消する方向に契約価格が変更されていくことを反映することになる．さらに，

(ケース３）契約通貨がドルと円で混合の場合，

ドル建て部分は，

αμ ＝α ＝α ＝α

円建て部分は，

(1－α)μ ＝(1－α) ＝(1－α) ＝(1－α)

となる．ここで，μ はドル建て部分のマークアップ率，μ は円建て部分のマークアップ率で

ある．したがって，両通貨建て部分を合計すると，

16) 表３の記号の定義より，１ドル＝ 円である．

17) ⑷の第１等式において，右辺の係数が第１項と第２項で１，第３項で－１であるのは，μ を，μ ＝

(＝ )と定義していることによる．したがって，これら以外の値が⑷式右辺の係数になること

は，現行のμ とは異なる定義づけと対応することになり，本論文では，分析の対象外とする．
18) 厳密には，表３にあるように， ＝ln ＋ln －ln として基準化した数値を推定に使用して
いる．
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＝αμ ＋(1－α)μ ＝ αμ ＋(1－α)μ

上記の等式において，左辺と右辺について，対数表現し整理すると，

lnαμ ＋(1－α)μ ＝ln ＋ln －ln

となり，このケースでは， ＝lnαμ ＋(1－α)μ として，μ とμ の加重平均の

対数値がエラーコレクション項となる．したがって，これら３つのケースのうち，どのケースにお

いても，γの値は，０～－１までの間で出現すると予想される．

留意点として，月次データを使うため，⑶式に，月次ダミー11系列を追加的な説明変数に想定し

ている．また，時間トレンド項も追加的な説明変数としている．ただし，これらの説明変数計12系

列のうちどれを⑶式に含めるかは，品目ごとによって異なる．そして，その判定基準は，F検定10

％水準で有意のもののみを⑶式の左辺に含めた．19)こうすることによって，品目特有の季節変動や

トレンドの動きを制御する．

４ 品目選定の方法

数ある９桁分類の品目の中から，表４にあるように，本研究の実証分析が可能となる主要輸入品

を16品目選んだ．以下はその選定理由である．

第１に，主な工業品を選定することを目的とし，「部」レベルにおいて，第05部の鉱物性生産品

から第16部の機械類他に及ぶ範囲を対象とした．ただし，第８部の皮革他と第14部の天然養殖真珠

他は対象外とした．また，第17部の車両他を対象外とした理由は，それが９桁分類になると部品関

係が多く，それに対応した を見つけることが難しいことによる．また，第18部の光学機器他

では，時間の経過とともに品質の変化が大きく価格の変動も激しいケースがあるため，今回の研究

では対象外とした．20)

こうして，対象とした部分類は，10となった．そして，各「部」ごとに９桁品目で，2000年１年

間の輸入金額の多い順に並べた．この順位は，日本関税協会による Jtradeサービスを利用すると

「国別品目別９桁」においてデータ検索することで入手できる．このうち，各「部」ごとに最大２

品目を選ぶことにした．上位２品目でデータがそろうのが簡便な方法となるが，以下に述べるよう

な２つの条件を必要とすると，必ずしも上位２品目がその条件を満たすとは限らない．そこで，上

位４位までの品目を選定対象とし，以下の条件を満たす品目について，上位のものを優先し最大で

２品目選ぶこととした．

選定される条件は以下の２つを満たすことである．１つは，本研究実証分析のデータ対象期間

（1998年３月から2004年の12月）においてデータに欠損値のないことである．対象期間の開始時点

は，アジアの通貨危機がある程度収まったと考えられる1998年３月とした．21)貿易統計には欠損期

間がある品目が多く，対象期間中，連続して入手可能な品目に限定した．２つ目は，貿易統計の９

桁品目に対応する が入手可能な品目である．前節で説明したように，この は，Bank of
 

Koreaのウェブサイトからダウンロードできる PPIである．この PPIにも，品目分類の方法によ

19) この F検定による方法は，SHAZAM ver.10による Stepwise Regressionを採用している．月次ダミー及び
トレンド項について，係数が有意でないものを除いているのは，統計の自由度をなるべく減らさないというのが
理由である．この点は，特に，６節において，観測値数を減らした分析では，自由度の確保がさらに重要になっ
てくるので，５節とも共通の方法で行った．ただし，統計的に有意ではない月次ダミーやトレンド項もすべて含
む回帰分析も行ったが，ほぼ同様の結果が得られた．

20) 例えば，走査型超音波診断装置（No.901812000）では，月次の価格変化率が100％を超えることがある．
21) 回帰分析で使用する変数は，前月比変化率にして使用するため，推定としてのサンプル期間の開始時点は，
１カ月繰り下がり，1998年４月となる．
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っていくつかのデータ群があり，その中で，最も分類が細かい Item Groupsと呼ばれる品目分類

データの中から，貿易統計の９桁品目と対応する PPI品目を探した．

上記の手続きを経て選定された品目が表４の「選定品目」の列に示された16品目（ナフサ

～LCD）である．一方，貿易統計に欠損値があることが理由で選定から外れたものが９品目，韓

国 PPIとの対応品目がないことが理由で選定されなかったものが６品目であった（付表１を参照

のこと)．この結果，例えば，第06部の化学工業の生産品では，上位５位の品目のうち，欠損値の

ある品目が２，PPI対応なしが２品目であったので，上位４位の品目の中には選定できる品目が

なかったので「該当なし」となった．また，第09部の木材他では，上位４品目のうち，欠損値のあ

る品目２，PPI対応なしが１品目であったので，繊維板という１品目のみ選定された．第13部の

石他では，欠損値品目が１，PPI対応なしが２であったので，ガラス繊維１品目が選ばれた．そ

の他の各「部」においては，２品目選定されている．

貿易統計によれば，これら16品目についての韓国からの輸入総額は2000年で4492億円である．一

方，同年の全品目の韓国からの輸入総額は２兆2047億円であった．つまり，これら主要16品目の輸

入は，全体の約20％を占めていることになる．

付表２は，選定された16品目について，本論文で使用する「略式品目名」とそれに対応する「貿

易統計」の９桁の品目番号，及び，その正式な品目名を示している．また，右側の列には，参考と

して，それぞれの品目の主な用途や特徴を記した．

５ 結 果 の 解 説

表５-A～表５-Dは，⑶式の推定で使用される被説明変数と説明変数についての，「トレンドな

し」と「トレンドあり」の２タイプのADF（Augmented Dickey-Fuller）統計量，同じく２タイ

プの PP（Phillips-Perron）統計量による単位根検定の結果である．ほとんどすべての変数につい

て，これら４タイプのうち少なくとも１つのタイプの統計量で，「単位根がある」という帰無仮説

が棄却された．どのタイプの検定でも帰無仮説が棄却されなかったのは，表５-Dにおける重油，

プロピレン，LCDについての ecm であった．そこで，これら３つの変数について，表５-Eに

あるように，KPSS（Kwiatkowski-Phillips-Schmidt-Shin）テストを行った．この検定によると，

重油ではトレンドなしのタイプ，プロピレンと LCDではトレンドありのタイプで，それぞれ，

「単位根がない」という帰無仮説が受容された．したがって，すべての変数が定常であるという判

断の下で，⑶式の推定を以下に行う．

表６は，前節の手順で選定された16品目について，注16)の処理を伴った最小二乗法による回帰

分析を⑶式で行った結果である．第１に注目すべき点は，１期ラグのエラーコレクション

( )についての推定係数が，どれも５％ないし１％の水準で有意となったことである．そし

てその値は，予想どおりに，０から－１までの範囲内に現れた．例えば，推計値が－0.500の場合

は，１カ月前に，第 i財についての相対価格の対数値が，一物一価の条件から＋１だけ乖離すると，

今月は，－0.5だけの自己修正が，被説明変数であるウォン建て価格の変化に現れるということで

ある．この場合，半減期間は１カ月ということになる．この推定係数の絶対値が小さいほど自己修

正にかかる期間が長くなる．例えば，LCDのエラーコレクション項( )の推定係数は0.062

である．したがって，一物一価の条件からの乖離＋１が先月に発生すると，その乖離が＋0.5まで

自己修正されていく期間は，約11カ月(10.827＝ln(0.5)/ln(1－0.062))を要するということにな

る．22)

それでは，次に，契約通貨の判定がどのようになるかを見てみたい．ドル建て（t検定において，
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表５-A ウォン建て単位価格についての単位根検定の結果

変数 ADF ADF PP PP

品目名( ln ) トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

ナフサ －6.043 0 －5.972 0 －5.754 15 －5.616 15

重油 －7.635 0 －7.585 0 －7.538 4 －7.476 4

プロピレン －9.145 0 －9.243 0 －9.691 9 －10.449 12

PET －11.312 0 －11.446 0 －12.597 7 －13.234 9

繊維板 －10.211 1 －10.126 1 －17.870 19 －17.782 17

紙袋 －8.372 1 －8.273 1 －14.610 8 －14.415 8

新聞用紙 －9.409 0 －9.345 0 －9.483 1 －9.408 1

上着類 －7.284 1 －7.224 1 －8.154 15 －8.004 15

Tシャツ －8.000 2 －8.047 2 －24.566 29 －37.210 36

短靴 －9.594 1 －9.539 1 －25.010 13 －25.358 13

帽子 －14.631 0 －14.544 0 －23.291 18 －25.275 20

ガラス繊維 －13.270 0 －13.162 0 －15.968 5 －15.858 5

鉄・冷間圧延１ －8.657 0 －9.040 0 －8.685 2 －9.043 1

鉄・冷間圧延２ －7.272 0 －7.903 0 －7.271 3 －7.913 2

DRAM －5.192 1 －5.157 1 －10.212 1 －10.162 1

LCD －7.618 0 －7.574 0 －7.618 0 －7.562 1

表５-B 為替レートについての単位根検定の結果

変数 ADF ADF PP PP

トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

ln －8.021 0 －7.811 0 －8.139 5 －7.893 5

ln －8.010 0 －7.842 0 －12.845 25 －12.498 26

表５-C 生産者物価指数についての単位根検定の結果

変数 ADF ADF PP PP

品目名( ln ) トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

ナフサ －7.067 0 －7.034 0 －6.898 12 －6.834 12

重油 －6.808 0 －6.795 0 －6.581 5 －6.563 5

プロピレン －8.019 0 －8.046 0 －7.971 7 －7.996 7

PET －9.241 0 －9.884 0 －9.241 0 －9.955 5

繊維板 －5.336 0 －5.269 0 －5.279 2 －5.218 2

紙袋 －7.854 0 －7.799 0 －7.847 2 －7.792 2

上着類 －1.438 9 －2.166 9 －4.555 2 －5.535 2

Tシャツ －2.594 0 －2.472 0 －2.594 0 －2.472 0

短靴 －9.438 0 －9.387 0 －9.614 5 －9.564 5

帽子 －9.041 0 －9.019 0 －9.076 4 －9.058 4

ガラス繊維 －13.941 0 －13.415 0 －25.690 79 －23.885 38

鉄・冷間圧延１，２ －8.499 0 －9.087 0 －8.555 3 －9.088 1

DRAM －5.650 0 －5.616 0 －5.650 0 －5.616 0

LCD －8.496 0 －8.451 0 －8.495 1 －8.449 1

(注) ａ ADFテストは定数項含む．統計量は 値，ラグ次数は SIC（Schwarz Information Criterion）に基づく．

ｂ PPテストは定数項含む．統計量は 値，ラグ次数はNewey and West（1994）に基づく．

， ， は，単位根があるという帰無仮説を，それぞれ，１％，５％，10％水準で棄却．

1) ADF，及び，PPテストの臨界値については，MacKinnon（1996）による．例えば，以下のとおり．

トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

１％ level －3.514 0 －4.077 0 －3.516 1 －4.078 1

５％ level －2.898 0 －3.467 0 －2.899 1 －3.468 1

10％ level －2.586 0 －3.160 0 －2.587 1 －3.161 1
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表５-D エラーコレクション項についての単位根検定の結果

変数 ADF ADF PP PP

品目名(ecmit) トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

ナフサ －2.503 1 －6.352 0 －4.077 3 －6.441 3

重油 －2.251 0 －2.323 0 －2.182 2 －2.255 2

プロピレン －1.697 0 －3.125 0 －1.528 4 －3.125 0

PET －5.154 0 －5.537 0 －5.237 2 －5.539 1

繊維板 －1.804 1 －2.920 1 －2.530 3 －4.579 3

紙袋 －5.646 0 －5.682 0 －5.653 3 －5.725 3

新聞用紙 －3.331 0 －3.100 0 －3.464 2 －3.315 4

上着類 －3.819 1 －3.738 1 －2.823 4 －2.696 4

Tシャツ －4.985 0 －6.634 0 －5.154 4 －6.602 2

短靴 －1.829 2 －7.992 0 －4.238 0 －8.085 3

帽子 －6.030 0 －6.076 0 －6.090 3 －6.200 2

ガラス繊維 －3.620 1 －4.416 1 －6.626 5 －7.492 4

鉄・冷間圧延１ －1.944 1 －1.702 1 －3.518 3 －3.058 3

鉄・冷間圧延２ －0.768 1 －2.614 0 －3.417 －2.701

DRAM －0.283 1 －3.671 5 －0.424 1 －3.433 4

LCD －1.523 0 －1.902 0 －1.686 2 －2.250 3

(注) ａ ADFテストは定数項含む．統計量は 値，ラグ次数は SIC（Schwarz Information Criterion)に基づく．

ｂ PPテストは定数項含む．統計量は 値，ラグ次数はNewey and West（1994）に基づく．

， ， は，単位根があるという帰無仮説を，それぞれ，１％，５％，10％水準で棄却．

1) ADF，及び，PPテストの臨界値については，MacKinnon（1996）による．例えば，以下のとおり．

トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

１％ level －3.514 0 －4.077 0 －3.516 1 －4.078 1

５％ level －2.898 0 －3.467 0 －2.899 1 －3.468 1

10％ level －2.586 0 －3.160 0 －2.587 1 －3.161 1

表５-E エラーコレクション項についての単位根検定の結果（表５-D補足)

変数 KPSS KPSS

品目名(ecmit) トレンドなし ラグ トレンドあり ラグ

重油 0.166 6 0.154 6

プロピレン 0.977 6 0.110 6

LCD 0.658 6 0.115 6

(注) ｃ KPSSテストは定数項含む．統計量は LM 統計量，ラグ次数はNewey and West（1994）に基づく．

， は，単位根がないという帰無仮説を，それぞれ，１％，５％水準で棄却．

1) 臨界値は，Kwiatkowski et. al.（1992）により，以下のとおり．

トレンドなし トレンドあり

１％ level 0.739 0.216

５％ level 0.463 0.146

10％ level 0.347 0.119

Ⓒ Japan Society of Monetary Economics2009
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１
％
，
５
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，
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％
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準
で
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意
（
両
側
)．

月
次
ダ
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ー
，
及
び
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レ
ン
ド
項
に
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す
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値
は
，
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（
こ
れ
ら
に
つ
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て
は
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p
w
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R
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n
に
よ
り
，
10
％
有

意
水
準
に
満
た
な
い
も
の
は
，
説
明
変
数
か
ら
除
い
た
）．
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β が10％水準で有意，及び，β が10％水準で有意ではない）と判定できるものは，ナフサ，重

油，繊維板の３品目となった．一方，円建て（t検定において，β が10％水準で有意ではなく，

β が10％水準で有意）と判定できるものは，PET，紙袋，帽子，ガラス繊維，鉄・冷間圧延１，

鉄・冷間圧延２，LCDの７品目であった．また，両者の混合（t検定において，β が10％水準で

有意，及び，β が10％水準で有意，β ，β とも正の値）と考えられるものは，プロピレンと新

聞用紙の２品目であった．プロピレンの係数を見ると，β ＝0.31，β ＝0.75であり，両者を合

計すると，ほぼ１に近くなる．また，新聞用紙の方は，β ＝0.51，β ＝0.43であり，両者を合

計すると，やはり，ほぼ１に近くなる．ただし，この新聞用紙に限り１つ注意すべき点は，対応す

る韓国の PPI品目が “Newsprint Paper”とあるのであるが，その価格は，われわれのデータ対象

期間では変化がなかった．つまり，価格指数＝100のままであった．したがって，この品目の推定

に限り，説明変数から ln を除いて推計している．

残った４品目（上着類，Tシャツ，短靴，DRAM）のうち，上着類は，β の推計値が1.099と

１に近い値をとっているが p-valueが10％を超えているので，表６では，単に「ドル建て」とは判

定せず，「ドル建ての可能性」が高い品目とした．また，Tシャツ，短靴では，β が10％で十分

に有意ではあるが２前後の値を示していること．及び，β の推定値がマイナスの値をとって10％

で有意となっている点が「ドル建て」と判定できる条件とはやや異なっている．したがって，これ

ら２品目も，「ドル建ての可能性」が高い品目とした．最後に，DRAM であるが，β の推定値が

ほぼゼロに近い値を示しているのに対し，β の推定値が十分にプラスの値をとっているにもかか

わらず，p-valueが0.341と10％を超えているので「円建ての可能性」が高い品目とした．これら

４品目については，他の12品目とは異なり，時系列データに異常値が含まれている可能性が高いの

で，次節ではその処理を行い，より明確な判定結果を得ている．

以上の結果をまとめると，ドル建て，ないし，その可能性の高い品目は，ナフサ，重油，繊維板，

上着類，Tシャツ，短靴，の６品目．一方，円建て，ないし，その可能性の高い品目は，PET，

紙袋，帽子，ガラス繊維，鉄・冷間圧延１，鉄・冷間圧延２，LCD，DRAM，の８品目となった．

また，両通貨の混合が，プロピレンと新聞用紙であった．

表６では，各商品の輸入金額（2000年）も示している．16品目の輸入金額合計4492億円のうち，

ドル建て契約の上記６品目の輸入合計が1835億円で全体の41％．円建ての契約の上記８品目の輸入

合計が2568億円で全体の57％となる．残りの約２％は，ドル建て３割・円建て７割と両方が検証さ

れたプロピレンの輸入額（78億円）と，ドル建て５割・円建て５割と検証された新聞用紙の輸入額

（11億円）の２品目合計（89億円）の全体に対する比率である．

ここで，表２によると，1998～2004年の全世界向け visible tradeのうち，平均で約5.4％が円建

て支払となっている．一方，表１によると，同期間の韓国の全世界向け財輸出のうち日本向けは平

均で全体の10.0％であった．円建て支払がすべて日本向けであったとすると，韓国の日本向け輸出

のうち円建ては54％（＝5.4╱10.0）と推定できる．残りの日本向け輸出がすべてドル建てであっ

たとするとその割合は46％となる．つまり，われわれの16品目（韓国からの輸入全体の20％）を対

象にした結果と同じように，「ドル建て」が半分近く，「円建て」が半分強という結果になっている．

したがって，今回の回帰分析から得られた通貨建て構成比率は，輸入全体の通貨建て構成比率に近

22) その他の多くの品目では，半減期間が11カ月よりも短い．Barumshah,Chan and Fountas（2004）は，マク
ロの消費者物価指数を使った日韓の購買力平価条件に関する乖離からの半減調整期間を計測している．彼らによ
れば，通貨危機前は，半減期間が約２年10カ月であったのに対し，通貨危機後は，約４カ月になったと報告して
おり，本研究の半減期間が短いのと似たような結果を得ている．
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い結果となった．

本節の最後に，先行研究からの理論的解釈を試みる．McKinnon（1979，Chapter 4）では，貿

易財を，工業品のように財の heterogeneityが高い商品を TradablesⅠ，小麦のように財の

homogeneityが高い商品を TradablesⅡと分類している．そして，TradablesⅠの商品は輸出国

通貨建て，TradablesⅡの商品は国際通貨建て（つまり，米ドル）で価格づけされる傾向があると

している．Sato（1999）では，これを，McKinnon仮説と呼んだ．TradablesⅡが米ドル建てで

あることは，本論文の韓国輸出のケースでも起こりうるが，第１節で指摘したように，韓国ウォン

が使われることはほとんどないと考えられるので，韓国輸出の TradablesⅠの商品については，

McKinnon仮説は当てはまらない．そこで，輸出国通貨建てでないケース（つまり，円建て，あ

るいは，ドル建て）で理論的解釈を行う必要がある．

この点について，Fukuda and Ono（2005，p.176）では，TradablesⅠの商品に該当するような

独占的競争市場での企業の価格設定行動において，現地市場において財の代替性が高い品目でナッ

シュ均衡が企業間で成立しやすいことを理論的に導いている．そこでは，第３国通貨でナッシュ均

衡が成立する場合，輸入国通貨でのナッシュ均衡は常に成立するという複数均衡を導いている．対

日韓国輸出を例にとれば，日本の輸入依存度が高い品目23)では，第３国通貨としてのドル建て契

約としてナッシュ均衡が成立する可能性があることを示している．一方，円建て契約のナッシュ均

衡は，日本の輸入依存度に関係なく成立することを示している．

そこで，TradablesⅠについては Fukuda and Ono（2005）による仮説，TradablesⅡについて

はMcKinnon仮説の観点から上記の推定結果を検討する．そこで，まず，推定対象となった16品

目について，TradablesⅠと TradablesⅡに分類する．McKinnon（1979）では，具体的に個別

商品の分類を行っていないが，Rauch（1999）の商品分類を，この TradablesⅠと TradablesⅡ

に当てはめることができる．Rauch（1999）は，国連の SITC（Standard International Trade
 

Classification）における４桁レベルの商品コード約1200種類について，３つのグループに分類し

た．１つ目は，小麦や石油のような世界的な取引市場をもったOrganized exchange commodities，

２つ目は，化学品や鉄鋼品のように取引において reference pricesが存在する商品群，３つ目は，

differentiated productsである．この分類と，McKinnon（1979）の分類（TradablesⅠ，Ⅱ）を

対応させれば，TradablesⅠに該当するのが differentiated products，TradablesⅡに該当するの

がOrganized exchange commoditiesである．そして，reference pricesが存在する商品群は，

Organized exchange commoditiesほどの homogeneityのある商品ではない一方で，differentiat-

ed productsのような heterogeneityはない商品と考えられるので，本論文では，TradablesⅠと

Ⅱとの中間に位置づけることにする．

そこで，表７-１では，上記16品目のうち，TradablesⅠ（Rauch:differentiated products）に

当てはまる７品目と TradablesⅡ（Rauch:Organized exchange commodities）に当てはまる２

品目を，それぞれ，表７-１のAとBに，日本の輸入依存度（平均）が高い順に並べた結果を示し

ている．輸入依存度は，経済産業省「簡易延長産業連関表」の「総供給額表」から作成した．24)表

７-１Aによると，輸入依存度が40％以上の品目でドル建て契約が３品目あり，円建て契約の品目

は輸入依存度に関係なく存在している．この点は，Fukuda and Ono（2005）による理論的予測と

23) 理論上の帰結から言うと，輸入依存度が50％以上を意味する．しかし，ここでは，産業連関表の品目分類が
貿易統計のようには細分化されていない面があるので，厳密に50％そのものを基準とはしない．

24) 品目分類において，貿易統計と産業連関表が必ずしも一致するわけではない．特に，その不一致が顕著と思
われる帽子と紙袋については，輸入依存度にあたる品目を参考扱いとした．
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％
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表
２
参
照
）
と
の
対
応
の
た
め
２
品
目
合
計
(2
00
0年

以
降
入
手
可
，
20
00
～
20
02
年
は
19
95
年
基
準
，
20
03
～
20
04
年
は
20
00
年
基
準
）．

(資
料
)

経
済
産
業
省
「
簡
易
延
長
産
業
連
関
表
・
総
供
給
額
表
（
h
tt
p
:/
/ w
w
w
.m
et
i.
g
o
.j
p
/ s
ta
ti
st
ic
s/
in
d
ex
.h
tm
l)
」．
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表
７
-２

A
契
約
通
貨
と
輸
入
依
存
度
（
％
)

M
cK
in
n
o
n
(1
97
9)

の
分
類

R
a
u
ch
(1
99
9)

の
分
類

S
IT
C
コ
ー
ド
番
号

本
研
究
の
品
目
名

推
定
契
約
通
貨

輸
入
依

存
度

産
業
連
関
表
品
目
名

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

63
43
（
IM
P
R
O
V
E
D
 
W
O
O
D
 
A
N
D
 
R
E
C
O
N
S
T
IT
U
T
E
D

 
W
O
O
D
)

繊
維
板

ド
ル

27
.1

合
板

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

67
46
（
S
H
E
E
T
S
&
P
L
A
T
E
S
,
R
O
L
L
E
D
;
T
H
IC
K
N
E
S
S 
O
F

 
L
E
S
S 
T
H
A
N
3 M

M
.)

鉄
・
冷
間
圧
延
１

円
2.
1

冷
間
仕
上
鋼
材

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

67
46
（
S
H
E
E
T
S
&
P
L
A
T
E
S
,
R
O
L
L
E
D
;
T
H
IC
K
N
E
S
S 
O
F

 
L
E
S
S 
T
H
A
N
3 M

M
.)

鉄
・
冷
間
圧
延
２

円
2.
1

冷
間
仕
上
鋼
材

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

64
21
（
B
O
X
E
S
,
B
A
G
S
&
O
T
H
.
P
A
C
K
IN
G
 
C
O
N
T
A
IN
E
R
S
,

O
F
 
P
A
P
E
R
/ P
A
P
B
D
)

紙
袋

円
2.
0

(参
考
：
そ
の
他
の
紙
製
容
器
）

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

58
31
（
P
O
L
Y
E
T
H
Y
L
E
N
E
)

P
E
T

円
1.
7

ポ
リ
エ
チ
レ
ン
(低

密
度
)及

び
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
(高

密
度
)合

計

表
７
-２

B

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

64
11
（
N
E
W
S
P
R
IN
T
)

新
聞
用
紙

円
・
ド
ル
混
合

5.
8

洋
紙
・
和
紙

T
ra
d
a
b
le
s
Ⅰ
と

Ⅱ
の
中
間

R
ef
er
en
ce
d

58
32
（
P
O
L
Y
P
R
O
P
Y
L
E
N
E
)

プ
ロ
ピ
レ
ン

円
・
ド
ル
混
合

0.
6

プ
ロ
ピ
レ
ン

(注
)

1)
表
７
-１

の
注
１
）
に
同
じ
．

2)
20
03
年
以
降
の
分
類
名
称
は
普
通
鋼
冷
間
仕
上
鋼
材
．

3)
貿
易
統
計
の
正
式
名
（
付
表
２
参
照
）
で
は
密
度
の
言
及
は
な
い
の
で
２
品
目
合
計
．
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整合的な結果となった．また，表７-１Bによると，TradablesⅡに該当する２品目は，McKin-

non仮説のようにドル建て契約となっている．

一方，表７-２Aでは，TradablesⅠとⅡの中間である reference pricesが存在する商品群のう

ち契約通貨が１種類になった商品について輸入依存度順に並べている．依存度が最も高い繊維板だ

けがドル建てで，その他の商品は円建てである．依存度が高い商品の中でドル建て契約になる商品

があるという Fukuda and Ono（2005）による理論的予測は，reference pricesが存在する商品群

でも同様の結果となった．最後に表７-２Bでは，円建てとドル建ての混合となったプロピレンと

新聞用紙について示している．これらの商品が，他の14品目と比べ「財の代替性が低いからナッシ

ュ均衡にはならなかった」とは言い難い．これらの２品目の取引額は，先述のとおり今回の対象品

目全体の２％にすぎないが，この両通貨建てのケースについては，理論的進展とともに解明される

べき問題として，今後の課題としたい．25)

６ 異常値の処理について

本節では，「ドル建て」や「円建て」といった明確な判定には及ばなかったが，「ドル建ての可能

性」が高い３品目（上着類，Tシャツ，短靴）と「円建ての可能性」が高い１品目（DRAM）に

ついて，異常値を取り除く作業後どのような結果になるのかを検討する．

特定の品目を調査するには，特定の商品市場やそれを取り巻く経済環境の変化といった質的な事

情を勘案する方法もある．しかし，本論文の目的は，特定の商品市場の分析にあるのではなく，む

しろ，種々の商品に関する統一的な検証方法を探ることを目的としている．したがって，以下では，

この４品目について同じ方法で異常値を取り除くことを行う．26)

これら４品目について共通に特徴的なことは，被説明変数の標準偏差（s.d. of dep.var.）が，ど

れも0.15を超えている．これら４品目以外の明確な判定ができた12品目の多くは，その標準偏差は

0.10以下となっている．0.10を超えても明確な判定ができた品目は繊維板と帽子の２品目のみであ

る．したがって，明確な判定ができなかった４品目については，価格変動の激しい時期が被説明変

数の標準偏差の値を高め，推定結果を判定不明確なものにしている可能性があると言える．

そこで，表８では，これら４品目について，価格変動の激しい期間を除いて再推計を行っている．

４品目にわたる統一したルールとして，被説明変数が絶対値で0.3（前月比±30％の価格変動）を

示した月とその前後の計３カ月間を，１つの価格異常変動期とし，サンプルからはずした．0.3と

した理由は，標準偏差0.15の２倍を基準にしている．こういった異常変動期は複数あるので，残っ

た観測値数は，上着類で58，Tシャツで56，短靴で65，DRAM では68となった．

これらの推計によると，上着類では ln の p-valueが10％近くへ低下した．Tシャツでは

ln の絶対値が小さくなった．これらの点について言えば，異常値の除去が，これら２品目

についてドル建てと判定できる可能性を高めたことになる．一方，短靴では ln の推定係数

が１に近づき，かつ， ln の係数のマイナスの推定値が10％水準で有意ではなくなった．し

25) 例えば，輸入側の買手独占力が輸入国通貨の決定要因になったり，韓国の米国への輸出依存度がドル建て要
因になったりすることが考えられる．そして，その上での履歴効果も考えられる．これらの将来的な進展の展望
については，Fukuda and Ono（2006）を参照．

26) ただし，考えられる個別市場の事情として，『業種別審査事典（第10次新版)』を参考にすると，例えば，上
着類は，「ニット外着類の輸入量を国別でみると，韓国からの輸入は，平成に入る以前は最も多かったが，同国
の自主規制の実施でその後減少しており，近年では中国の輸入シェアが最も高い．(p.235)」とある．また，

DRAM については，「世界の半導体市場は2000年に過去最大となったが，2001年は IT不況により前年比32％の
大幅減となった．(p.1001)」とあり，それぞれの要因がそれぞれの価格の動きを特殊にしている可能性がある．
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表
８

異
常
値
除
去
後
の
サ
ン
プ
ル
期
間
推
計

略
式
品
目
名

貿
易
統
計
の
９
桁
番
号
と
正
式
品
目
名
（
円
ベ
ー
ス
)

韓
国
か
ら

の
輸
入
╱

世
界
か
ら

の
輸
入

韓
国
P
P
I(
it
em

 
gr
ou
ps
)対

応
品
目

(新
20
00
年
基
準
・

ウ
ォ
ン
ベ
ー
ス
）

異
常
値
除
く
サ
ン
プ
ル

期
間
（
除
去
方
法
：
被

説
明
変
数
の
異
常
値
月

と
そ
の
前
後
を
含
む
３

カ
月
間
を
除
く
）

s.
d.
of

 
de
p.
va
r.

係
数

ln
( $
1＝
w
on
)

ln
(1
ye
n＝ w
on
)

ln
ec
m

 
D
W
 

R
-

sq
ua
re

結
論

上
着
類

w
er

61
10
20
01
9

ジ
ャ
ー
ジ
ー
，
プ
ル
オ
ー
バ
ー
，
カ
ー
デ
ィ
ガ
ン
，
ベ

ス
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
製
品
(ト

レ
ー
ナ
ー
を
除
く
)(
メ
リ
ヤ

ス
編
み
ま
た
は
ク
ロ
セ
編
み
の
も
の
)(
し
し
ゅ
う
し
た
も
の
，
レ
ー
ス

を
使
用
し
た
も
の
及
び
模
様
編
み
の
組
織
を
有
す
る
も
の
)(
綿
製
の
も

の
)

11
.3

K
n
it
te
d

 
O
u
te
rw
ea
r

0.
12
0

es
ti
m
at
e

0.
74
0

－
0.
40
2

0.
95
6

－
0.
38
9

2.
17
1

0.
63
6

被
説
明
変
数
の
絶
対

値
が
0.
3を

超
え
る

月
を
異
常
値
と
し
，

残
り
観
測
値
数
58

s.
e.

0.
45
9

0.
41
4

0.
44
9

0.
08
5

ド
ル
建
て

の
可
能
性

p
-v
a
lu
e

0.
11
4

0.
33
6

0.
03
9

0.
00
0

T
シ
ャ
ツ

ts
t

61
09
10
01
2

T
シ
ャ
ツ
，
シ
ン
グ
レ
ッ
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る

肌
着
(メ

リ
ヤ
ス
編
み
ま
た
は
ク
ロ
セ
編
み
の
も
の
)(
異
な
る
色
の
糸

か
ら
成
る
も
の
及
び
な
せ
ん
し
た
も
の
)(
綿
製
の
も
の
)

8.
6

T
-s
h
ir
ts

0.
12
7

es
ti
m
at
e

1.
82
9

－
1.
69
8

－
0.
80
8

－
0.
47
7

2.
53
9

0.
33
1

被
説
明
変
数
の
絶
対

値
が
0.
3を

超
え
る

月
を
異
常
値
と
し
，

残
り
観
測
値
数
56

s.
e.

0.
74
8

0.
61
4

0.
61
6

0.
13
5

ド
ル
建
て

の
可
能
性

p
-v
a
lu
e

0.
01
8

0.
00
8

0.
19
5

0.
00
1

短
靴

sh
o

64
02
99
01
0

短
靴
(本

底
及
び
甲
が
ゴ
ム
製
ま
た
は
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

の
も
の
)

6.
5

C
a
su
a
l 
S
h
o
es

0.
13
3

es
ti
m
at
e

1.
58
5

－
0.
35
9

1.
25
9

－
0.
79
9

1.
93
6

0.
50
1

被
説
明
変
数
の
絶
対

値
が
0.
3を

超
え
る

月
を
異
常
値
と
し
，

残
り
観
測
値
数
65

s.
e.

0.
57
9

0.
45
4

0.
71
7

0.
11
5

ド
ル
建
て

p
-v
a
lu
e

0.
00
8

0.
43
3

0.
08
4

0.
00
0

D
R
A
M

 
d
rm

85
42
13
02
1

D
R
A
M
(ダ

イ
ナ
ミ
ッ
ク
ラ
ン
ダ
ム
ア
ク
セ
ス
メ
モ
リ

ー
)(
実
装
し
た
も
の
)(
モ
ス
型
の
も
の
)(
モ
ノ
リ
シ
ッ
ク
デ
ィ
ジ
タ

ル
)

38
.8

D
y
n
a
m
ic

 
ra
n
d
o
m

 
a
cc
es
s

 
m
em
o
ry

0.
12
2

es
ti
m
at
e

－
0.
33
7

0.
97
0

0.
40
2

－
0.
15
2

2.
23
1

0.
35
9

被
説
明
変
数
の
絶
対

値
が
0.
3を

超
え
る

月
を
異
常
値
と
し
，

残
り
観
測
値
数
68

s.
e.

0.
58
9

0.
50
0

0.
12
1

0.
06
4

円
建
て

p
-v
a
lu
e

0.
57
0

0.
05
7

0.
00
1

0.
02
1

(注
)

，
，

は
，
そ
れ
ぞ
れ
，
１
％
，
５
％
，
10
％
水
準
で
有
意
（
両
側
)．

月
次
ダ
ミ
ー
，
及
び
，
ト
レ
ン
ド
項
に
関
す
る
係
数
値
は
，
掲
載
を
省
略
（
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
，
S
te
p
w
is
e 
R
eg
re
ss
io
n
に
よ
り
，
10
％
有

意
水
準
に
満
た
な
い
も
の
は
，
説
明
変
数
か
ら
除
い
た
)．
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たがって，短靴はドル建てと判定した．DRAM については， ln の係数が１に近い値となり

10％水準で有意となったので円建てと判定した．

今回は，異常値処理の１つの方法を試みたにすぎないが，これら４品目については，異常値の除

去により，「ドル建て」，ないし，「円建て」の判定が，より明確になるような推定結果を得たこと

になる．

７ お わ り に

今回は，通貨危機後の1998年３月から2004年12月までの約６年間を対象期間として推計を行った．

さらにサンプル期間の終点を延長することは，推計の信頼性を統計的に高めることにつながる．し

かし，サンプル期間を伸ばすほど，品目分類の統廃合などによって一貫して入手できる品目データ

が限られてくるのも，貿易統計を利用する上での留意点である．例えば，今回の選定品目となった，

鉄・冷間圧延１（貿易統計９桁番号：720917019）と，鉄・冷間圧延２（貿易統計９桁番号：

720916019）は，2005年１月以降，貿易統計で統合され，新しい９桁番号（720917010）となってい

る．また，今回の約６年間のデータ対象期間の中でも，欠損値の存在によって選定から外れた品目

が９品目あり，期間をより長くすることが，かえって選定できる品目を少なくしてしまうという欠

点も一方ではあることを指摘しておきたい．そういった意味で月次で約６年間という今回の対象期

間は，統計的な信頼性の確保と選定品目数の確保という両者についての望ましい長さと考えている．

今回のデータ対象は，韓国からの輸入としたが，日本の貿易統計を利用する限り，日本の財の輸

出入すべてについて，国別品目別に調査することができる．例えば，近年のユーロ圏の成立とユー

ロ通貨の普及との関係を調査する上でも，貿易統計が有用であり，ユーロ圏との貿易について今回

の推計方法を応用することができるであろう．また，貿易統計が行政上の業務統計である点を考え

ると，他国でも似たような貿易統計は作成されており，他国の輸出入データを利用して今回の方法

で回帰分析することも可能である．

大野・福田（2004）では，物価指数を使ったマクロ的統計に議論を限定したが，今回の論文では，

貿易統計の９桁商品分類からミクロ的な特徴を把握することができた．貿易統計は個別品目につい

て，さまざまな変動や欠損値，あるいは，分類の分割や統合があるが，そういった中で，一定の選

定基準の下で選ばれた品目データについて，統一的な推計方法で検証するというアプローチを採用

した．そういった意味で，今回の研究は，貿易統計という品目が細分化されたデータの有用性に着

目し，その契約通貨についての１つの推定方法を提案し，理論的解釈との関係を明らかにしたと言

える．

(福島大学)

投稿受付2008年３月４日，最終稿受理2009年３月23日
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付
表
１

品
目
選
定
に
つ
い
て

部
貿
易
統
計

『
部
』の

定
義

貿
易
統
計

９
桁
品
目
番
号
＆
品
目
正
式
名
称

韓
国
か
ら
の
輸
入
で

部
分
類
別
部
内
20
00
年
輸
入
金
額

１
位

◎
は
「
貿
易

統
計
欠
損
値

無
し
＆
韓
国

P
P
I
対

応
品
目
有
り
」

で
選
定

貿
易
統
計

９
桁
品
目
番
号
＆
品
目
正
式
名
称

韓
国
か
ら
の
輸
入
で

部
分
類
別
部
内
20
00
年
輸
入
金
額

２
位

◎
は
「
貿
易

統
計
欠
損
値

無
し
＆
韓
国

P
P
I
対

応
品
目
有
り
」

で
選
定

貿
易
統
計

９
桁
品
目
番
号
＆
品
目
正
式
名
称

韓
国
か
ら
の
輸
入
で

部
分
類
別
部
内
20
00
年
輸
入
金
額

３
位

◎
は
「
貿
易

統
計
欠
損
値

無
し
＆
韓
国

P
P
I
対

応
品
目
有
り
」

で
選
定

貿
易
統
計

９
桁
品
目
番
号
＆
品
目
正
式
名
称

韓
国
か
ら
の
輸
入
で

部
分
類
別
部
内
20
00
年
輸
入
金
額

４
位

◎
は
「
貿
易

統
計
欠
損
値

無
し
＆
韓
国

P
P
I
対

応
品
目
有
り
」

で
選
定

第
05
部

鉱
物
性
生
産
品

27
10
00
18
1

揮
発
油
(政

令
で

定
め
る
石
油
化
学
製
品
の
製
造

に
使
用
す
る
も
の
)

◎
27
10
00
15
0

軽
油

貿
易
統
計
に

欠
損
値

27
10
00
14
9

灯
油
(そ

の
他
の

も
の
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

27
10
00
16
3

重
油
(温

度
15
度

に
お
け
る
比
重
が
0.
90
37
以
下

の
も
の
)(
温
度
15
度
に
お
け
る

比
重
が
0.
83
以
上
で
引
火
点
が

温
度
13
0度

以
下
の
も
の
(本

邦
に
到
着
し
た
時
に
お
い
て
こ
れ

ら
の
性
質
を
有
す
る
も
の
ま
た

は
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
本
邦
に
到
着
し
た
石
油
製
品

に
他
の
石
油
製
品
を
混
合
し
て

得
た
も
の
で
こ
れ
ら
の
性
質
を

有
す
る
も
の
に
限
る
)の

う
ち
，

農
林
漁
業
の
用
に
供
す
る
も
の

◎

第
06
部

化
学
工
業
（
類

似
の
工
業
を
含

む
）
の
生
産
品

38
18
00
01
0け

い
素
を
電
子
工
業

用
に
ド
ー
プ
処
理
し
，
円
盤
状
，

ウ
エ
ハ
ー
状
そ
の
他
こ
れ
ら
に

類
す
る
形
状
に
し
た
も
の

P 
P 
I
に

対
応
品
目
な
い

29
02
30
00
0

ト
ル
エ
ン

貿
易
統
計
に

欠
損
値

38
24
90
49
0

化
学
工
業
に
お
い

て
生
産
さ
れ
る
化
学
品
及
び
調

製
品
並
び
に
化
学
工
業
に
お
い

て
生
ず
る
残
留
物
(そ

の
他
の
も

の
)

P 
P 
I
に

対
応
品
目
な
い

29
02
20
00
0

ベ
ン
ゼ
ン

貿
易
統
計
に

欠
損
値

第
07
部

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

及
び
ゴ
ム
並
び

に
こ
れ
ら
の
製

品

39
26
90
02
9

そ
の
他
の
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
製
品
及
び
第
39
.0
1項

か
ら
第
39
.1
4項

ま
で
の
材
料
(プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
を
除
く
)か

ら
成
る

製
品
(そ

の
他
の
も
の
)

P 
P 
I
に

対
応
品
目
な
い

39
02
30
01
0

プ
ロ
ピ
レ
ン
の
共

重
合
体
，
塊
(不

規
則
な
形
の
も

の
)，

粉
(モ

ー
ル
デ
ィ
ン
グ
パ

ウ
ダ
ー
を
含
む
)，

粒
，
フ
レ
ー

ク
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
形

状
の
も
の

◎

39
20
62
00
0

ポ
リ
エ
チ
レ
ン
テ

レ
フ
タ
レ
ー
ト
製
の
板
，
シ
ー

ト
，
フ
ィ
ル
ム
，
は
く
及
び
ス

ト
リ
ッ
プ
(多

泡
性
の
も
の
並
び

に
補
強
し
，
薄
層
で
被
覆
し
ま

た
は
支
持
物
を
使
用
し
た
も
の

及
び
こ
れ
ら
に
類
す
る
方
法
に

よ
り
他
の
材
料
と
組
み
合
わ
せ

た
も
の
を
除
く
)

◎

第
09
部

木
材
及
び
そ
の

製
品
，
木
炭
，

コ
ル
ク
及
び
そ

の
製
品
並
び
に

わ
ら
，
エ
ス
パ

ル
ト
そ
の
他
の

組
物
材
料
の
製

品
並
び
に
か
ご

細
工
物
及
び
枝

条
細
工
物

44
11
21
00
0

繊
維
板
(密

度
が

１
㎤
に
つ
き
0.
5ℊ

を
超
え
0.
8

ℊ
以
下
の
も
の
)(
機
械
加
工
を

し
て
お
ら
ず
，
か
つ
，
表
面
を

被
覆
し
て
な
い
も
の
)

◎

44
11
11
00
0

繊
維
板
(密

度
が

１
㎤
に
つ
き
0.
8ℊ

を
超
え
る
も

の
)(
機
械
加
工
を
し
て
お
ら
ず
，

か
つ
，
表
面
を
被
覆
し
て
な
い

も
の
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

44
07
10
37
1

木
材
(縦

に
ひ
き

若
し
く
は
割
り
，
平
削
り
し
ま

た
は
丸
は
ぎ
し
た
も
の
で
，
厚

さ
が
６
㎜
を
超
え
る
も
の
)(
ヘ

ム
ロ
ッ
ク
そ
の
他
の
つ
が
属
の

も
の
)(
厚
さ
が
16
0㎜

以
下
の
も

の
)(
か
ん
な
が
け
し
た
も
の
ま

た
は
や
す
り
が
け
し
た
も
の
を

除
く
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

44
21
90
09
9

そ
の
他
の
木
製
品

(そ
の
他
の
も
の
)

P
P
I
に
対
応

品
目
な
い

第
10
部

木
材
パ
ル
プ
，

繊
維
素
繊
維
を

原
料
と
す
る
そ

の
他
の
パ
ル
プ
，

古
紙
並
び
に
紙

及
び
板
紙
並
び

に
こ
れ
ら
の
製

品

48
18
40
01
0

タ
ン
ポ
ン
，
お
む

つ
及
び
お
む
つ
中
敷
き
(製

紙
用

パ
ル
プ
製
，
紙
製
，
セ
ル
ロ
ー

ス
ウ
ォ
ッ
デ
ィ
ン
グ
製
ま
た
は

セ
ル
ロ
ー
ス
繊
維
の
ウ
ェ
ブ
製

の
も
の
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

48
10
11
00
0

筆
記
用
，
印
刷
用

そ
の
他
の
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
用
に

供
す
る
種
類
の
紙
及
び
板
紙
(無

機
物
質
を
塗
布
し
た
も
の
)(
機

械
パ
ル
プ
の
含
有
量
が
全
繊
維

重
量
の
10
％
以
下
の
も
の
)(
重

量
が
１
㎡
に
つ
き
15
0ℊ

以
下
の

も
の
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

48
19
40
00
0

袋
(紙

製
，
板
紙

製
，
セ
ル
ロ
ー
ス
ウ
ォ
ッ
デ
ィ

ン
グ
製
ま
た
は
セ
ル
ロ
ー
ス
繊

維
の
ウ
ェ
ブ
製
の
も
の
)(
円
す

い
形
の
も
の
を
含
む
)(
そ
の
他

の
も
の
)

◎
48
01
00
01
1

新
聞
用
紙
(幅

が
16
1㎝

を
超
え
る
ロ
ー
ル
状
の
も

の
)

◎
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付
表
１

(つ
づ
き
）

第
11
部

紡
織
用
繊
維
及

び
そ
の
製
品

61
10
20
01
9

ジ
ャ
ー
ジ
ー
，
プ

ル
オ
ー
バ
ー
，
カ
ー
デ
ィ
ガ
ン
，

ベ
ス
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す

る
製
品
(ト

レ
ー
ナ
ー
を
除
く
)

(メ
リ
ヤ
ス
編
み
ま
た
は
ク
ロ
セ

編
み
の
も
の
)(
し
し
ゅ
う
し
た

も
の
，
レ
ー
ス
を
使
用
し
た
も

の
及
び
模
様
編
み
の
組
織
を
有

す
る
も
の
)(
綿
製
の
も
の
)

◎

6
1
0
9
1
0
0
1
2

T
シ
ャ
ツ
，
シ

ン
グ
レ
ッ
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に

類
す
る
肌
着
(メ

リ
ヤ
ス
編
み
ま

た
は
ク
ロ
セ
編
み
の
も
の
)(
異

な
る
色
の
糸
か
ら
成
る
も
の
及

び
な
せ
ん
し
た
も
の
)(
綿
製
の

も
の
)

◎

第
12
部

履
物
，
帽
子
，

傘
，
つ
え
，
シ

ー
ト
，
ス
テ
ッ

キ
及
び
む
ち
並

び
に
こ
れ
ら
の

部
分
品
，
調
製

羽
毛
，
羽
毛
製

品
，
造
花
並
び

に
人
髪
製
品

64
02
99
01
0

短
靴
(本

底
及
び

甲
が
ゴ
ム
製
ま
た
は
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製
の
も
の
)

◎

65
05
90
09
0

帽
子
(レ

ー
ス
，

フ
ェ
ル
ト
そ
の
他
の
紡
織
用
繊

維
の
織
物
製
(ス

ト
リ
ッ
プ
を
除

く
)の

も
の
)

◎

第
13
部

石
，
プ
ラ
ス
タ

ー
，
セ
メ
ン
ト
，

石
綿
，
雲
母
そ

の
他
こ
れ
ら
に

類
す
る
材
料
の

製
品
，
陶
磁
製

品
並
び
に
ガ
ラ

ス
及
び
そ
の
製

品

70
06
00
00
0

ガ
ラ
ス
(第

70
.0
3

項
か
ら
第
70
.0
5項

ま
で
の
ガ
ラ

ス
を
曲
げ
，
縁
加
工
し
，
彫
り
，

穴
を
あ
け
，
ほ
う
ろ
う
引
き
を

し
ま
た
は
そ
の
他
の
加
工
を
し

た
も
の
に
限
る
も
の
と
し
，
枠

付
き
の
も
の
及
び
他
の
材
料
を

取
り
付
け
た
も
の
を
除
く
)

P 
P 
I
に

対
応
品
目
な
い

68
02
93
00
0

加
工
し
た
花
こ
う

岩
及
び
そ
の
製
品
(そ

の
他
の
も

の
)

P 
P 
I
に

対
応
品
目
な
い

70
03
19
00
0

鋳
込
み
法
ま
た
は

ロ
ー
ル
法
に
よ
り
製
造
し
た
板

ガ
ラ
ス
(金

属
の
線
ま
た
は
網
を

入
れ
た
も
の
，
色
つ
き
の
も
の
，

不
透
明
の
も
の
，
色
き
せ
の
も

の
及
び
吸
収
層
，
反
射
層
ま
た

は
無
反
射
層
を
有
す
る
も
の
を

除
く
)

貿
易
統
計
に

欠
損
値

70
19
11
00
0

ガ
ラ
ス
繊
維
の
チ

ョ
ッ
プ
ス
ト
ラ
ン
ド
(長

さ
が
50

㎜
以
下
の
も
の
)

◎

第
15
部

卑
金
属
及
び
そ

の
製
品

72
09
17
01
9

鉄
ま
た
は
非
合
金

鋼
の
フ
ラ
ッ
ト
ロ
ー
ル
製
品
(冷

間
圧
延
を
し
た
も
の
で
，
幅
が

60
0㎜

以
上
の
も
の
に
限
る
も
の

と
し
，
ク
ラ
ッ
ド
し
，
め
っ
き

し
ま
た
は
被
覆
し
た
も
の
を
除

く
)(
降
伏
点
が
27
5メ

ガ
パ
ス
カ

ル
未
満
の
も
の
)(
冷
間
圧
延
を

し
た
も
の
(更

に
加
工
し
た
も
の

を
除
く
)で

巻
い
た
も
の
)(
厚
さ

が
0.
5㎜

以
上
１
㎜
以
下
の
も

の
)(
炭
素
の
含
有
量
が
全
重
量

の
0.
6％

未
満
の
も
の
)

◎

72
09
16
01
9

鉄
ま
た
は
非
合
金

鋼
の
フ
ラ
ッ
ト
ロ
ー
ル
製
品
(冷

間
圧
延
を
し
た
も
の
で
，
幅
が

60
0㎜

以
上
の
も
の
に
限
る
も
の

と
し
，
ク
ラ
ッ
ド
し
，
め
っ
き

し
ま
た
は
被
覆
し
た
も
の
を
除

く
)(
降
伏
点
が
27
5メ

ガ
パ
ス
カ

ル
未
満
の
も
の
)(
冷
間
圧
延
を

し
た
も
の
(更

に
加
工
し
た
も
の

を
除
く
)で

巻
い
た
も
の
)(
厚
さ

が
１
㎜
を
超
え
３
㎜
未
満
の
も

の
)(
炭
素
の
含
有
量
が
全
重
量

の
0.
6％

未
満
の
も
の
)

◎

第
16
部

機
械
類
及
び
電

気
機
器
並
び
に

こ
れ
ら
の
部
分

品
並
び
に
録
音

機
，
音
声
再
生

機
並
び
に
テ
レ

ビ
ジ
ョ
ン
の
映

像
及
び
音
声
の

記
録
用
ま
た
は

再
生
用
の
機
器

並
び
に
こ
れ
ら

の
部
分
品
及
び

附
属
品

85
42
13
02
1

D
R
A
M
(ダ

イ
ナ

ミ
ッ
ク
ラ
ン
ダ
ム
ア
ク
セ
ス
メ

モ
リ
ー
)(
実
装
し
た
も
の
)(
モ

ス
型
の
も
の
)(
モ
ノ
リ
シ
ッ
ク

デ
ィ
ジ
タ
ル
)

◎
84
71
60
01
0

表
示
装
置
(液

晶
式
の
も
の
)

◎

(注
)

は
，
選
定
さ
れ
た
品
目
．
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付表２ 各品目の用途・特徴等

略式品目名 貿易統計の９桁番号と正式品目名 主な用途，特徴等

ナフサ 271000181 揮発油(政令で定める石油化学製品の製造に使用す
るもの)

ナフサ用途：石油化学用が最も需要が多く，
熱分解してエチレン製造の原料となる

重油

271000163 重油(温度15度における比重が0.9037以下のもの)
(温度15度における比重が0.83以上で引火点が温度130度以下の
もの(本邦に到着した時においてこれらの性質を有するものま
たは政令で定めるところにより本邦に到着した石油製品に他の
石油製品を混合して得たものでこれらの性質を有するものに限
る)のうち，農林漁業の用に供するもの

大型ボイラー用燃料（注：本論文における
貿易統計の選定品目は農林漁業用の重油）

プロピレン
390230010 プロピレンの共重合体，塊(不規則な形のもの)，
粉(モールディングパウダーを含む)，粒，フレークその他これ
らに類する形状のもの

液化石油ガスとして燃料，重合ガソリン製
造原料，石油化学製品の原料となる

PET

392062000 ポリエチレンテレフタレート製の板，シート，フ
ィルム，はく及びストリップ(多泡性のもの並びに補強し，薄
層で被覆しまたは支持物を使用したもの及びこれらに類する方
法により他の材料と組み合わせたものを除く)

PET樹脂（ポリエチレン・テレフタレー
ト）で作られた容器は，菓子類，果物，酢
の物，サラダ等の透明容器，鶏卵パックな
どに使用される

繊維板
441121000 繊維板(密度が１㎤につき0.5ℊを超え0.8ℊ以下の
もの)(機械加工をしておらず，かつ，表面を被覆してないも
の)

輸入合板は低価格で品質も国内品と遜色の
ないものが増えている

紙袋
481940000 袋(紙製，板紙製，セルロースウォッディング製ま
たはセルロース繊維のウェブ製のもの)(円すい形のものを含
む)(その他のもの)

クラフト紙袋の用途：窯業建材・化学製
品・農水産物・食品・その他各分野で広範
囲に使用されている

新聞用紙

480100011 新聞用紙(幅が161㎝を超えるロール状のもの) 新聞発行部数は飽和状態，夕刊紙の休・廃
刊や広告減と，紙面刷新による頁数増で，
横ばいないし微増に推移するものと思われ
る

上着類

611020019 ジャージー，プルオーバー，カーディガン，ベス
トその他これらに類する製品(トレーナーを除く)(メリヤス編
みまたはクロセ編みのもの)(ししゅうしたもの，レースを使用
したもの及び模様編みの組織を有するもの)(綿製のもの)

横編製品，主として，セーター，カーディ
ガン等の外衣が多い．外衣類は韓国の自主
規制の実施

Tシャツ

610910012 Tシャツ，シングレットその他これらに類する肌
着(メリヤス編みまたはクロセ編みのもの)(異なる色の糸から
成るもの及びなせんしたもの)(綿製のもの)

丸編製品，メリヤス肌着，Tシャツ，ト
レーナー，ポロシャツなどのほか，婦人用
スーツなどの外衣などにも丸編生地が用い
られている

短靴 640299010 短靴(本底及び甲がゴム製またはプラスチック製の
もの)

用途：日常履き・通学用・作業用・カジュ
アル・スポーツ

帽子 650590090 帽子(レース，フェルトその他の紡織用繊維の織物
製(ストリップを除く)のもの)

ファッション性の高い商品

ガラス繊維 701911000 ガラス繊維のチョップストランド(長さが50㎜以下
のもの)

用途に応じた種々のガラス繊維が開発され，
使用されている

鉄・冷間圧延１

720917019 鉄または非合金鋼のフラットロール製品(冷間圧延
をしたもので，幅が600㎜以上のものに限るものとし，クラッ
ドし，めっきしまたは被覆したものを除く)(降伏点が275メガ
パスカル未満のもの)(冷間圧延をしたもの(更に加工したもの
を除く)で巻いたもの)(厚さが0.5㎜以上１㎜以下のもの)(炭素
の含有量が全重量の0.6％未満のもの)

冷間圧延鋼材薄板の用途：過半数が自動
車・家電用

鉄・冷間圧延２

720916019 鉄または非合金鋼のフラットロール製品(冷間圧延
をしたもので，幅が600㎜以上のものに限るものとし，クラッ
ドし，めっきしまたは被覆したものを除く)(降伏点が275メガ
パスカル未満のもの)(冷間圧延をしたもの(更に加工したもの
を除く)で巻いたもの)(厚さが１㎜を超え３㎜未満のもの)(炭
素の含有量が全重量の0.6％未満のもの)

冷間圧延鋼材薄板の用途：過半数が自動
車・家電用

DRAM

854213021 DRAM(ダイナミックランダムアクセスメモリー)
(実装したもの)(モス型のもの)(モノリシックディジタル)

半導体は，DRAM に代表される同一規格
で大量生産される汎用品と，特定の機器向
けに開発されるカスタム品に大きく区分す
ることができる

LCD
847160010 表示装置(液晶式のもの) 微細加工技術，防塵技術など新分野の技術

力が要求される

(注) ＊ 『業種別審査事典（第10次新版)』(金融財政事情研究会発行）参照．ただし，プロピレンのみ，『ブリタニカ国際大百科事典

（第２版改訂版)』(TBSブリタニカ発行）を参照．
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SUMMARY

AN INVESTIGATION OF INVOICE CURRENCIES USING
 

JAPAN’S TRADE STATISTICS

 
By MASANORI ONO

 

This paper empirically examines commodity-level data for Japanese imports from Korea
 

and investigates which currencies are used as invoicing currencies in the international
 

commodities trade.One could argue that either the exporter’s or importer’s currency is
 

chosen as an invoicing currency. However, a third currency (namely, the U.S. dollar),

known as a vehicle currency, is used in much of the trade between Asian countries.

Theoretical investigations in this area use a framework of monopolistic competition in
 

international trade.To examine whether or not the theoretical implications match empiri-

cal results,this paper uses data for bilateral trade by commodity and develops methods for
 

detecting which currencies are used as invoicing currencies in international trade.Finally,

this paper suggests that microinstitutional features of commodity trade-known as Rauch’s

(1999)classification-are important factor to explain the choice of invoice currency in the
 

international trade. Specifically, Fukuda and Ono’s (2005) theoretical predictions fit
 

markets for differentiated products while McKinnon’s hypothesis holds for organized
 

exchange commodities.

(Fukushima University)
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